宮崎市公の施設における指定管理者制度に関する基本方針
平成１７年２月２８日　　
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平成２６年５月２０日改訂
平成２８年５月１３日改訂
はじめに

　平成１５年９月に地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１号）が施行され、公の施設の管理について、「指定管理者制度」が設けられた。

　この「宮崎市公の施設における指定管理者制度に関する基本方針」は、「指定管理者制度」に円滑に対応するとともに、効果的に運用していくため、本市の基本方針について定めるものである。

１　すべての公の施設における導入の検討

現在、市が直営で管理運営を行っている施設及び新たに設置するすべての公の施設について、学校教育法等の個別法の規定により、指定管理者制度がとれないものを除き、所管課において指定管理者制度の導入について検討を行う。

その際、既存の施設については、施設の廃止、統合、譲渡も含めた幅広い検討を行うものとする。

２　業務の範囲について

　指定管理者が行う業務の具体的範囲については、所管課において検討した上で、個別の設置条例で規定する。今回の指定管理者制度の導入により、指定管理者は、施設の利用許可を行うことができるようになったが、施設の目的や態様等に応じて、効率的に運営するために必要な場合は、積極的に利用許可の権限を付与していく。

３　条例の規定の整備

　指定管理者制度を導入する場合は、指定管理者制度を適用する旨の規定のほか、次の事項を定めなければならない。各施設に共通する事項である⑴及び⑵については、宮崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年条例第１号。以下「手続条例」という。）に基づくものとし、⑶及び⑷の規定については施設ごとに異なるので、個別の設置条例に盛り込むこととする。

⑴　指定の手続（申請の方法、選定基準、事業計画の提出等）

⑵　個人情報の保護
⑶　業務の具体的範囲（施設・設備の維持管理、利用許可の権限の付与）

⑷　管理の基準（休館日、開館時間、使用制限の要件）
４　管理運営に係る経費について

⑴　指定管理料

指定管理料については、適切な積算のもと、指定管理者の自立的な経営努力を尊重し、モチベーションの高揚を図るため、原則精算しないこととし、その具体的な額及び支払方法については、年度協定で定める。

⑵　利用料金

指定管理者の自立的な経営努力を発揮しやすくし、また、市及び指定管理者双方の会計事務の効率化を図るため、利用料金制の積極的な導入を検討する。

５　事業者の選定

⑴　候補者の募集

　指定管理者の候補者（以下「候補者」という。）の募集は、手続条例を踏まえ、原則として公募とする。ただし、次項に掲げる要件に該当すると認められる場合は、公募によらずに候補者を選定することができるものとする。

募集を公募とするか非公募とするかは、各部局に設ける「指定管理者候補者選定委員会」（以下「委員会」という。）において決定するものとする。

　公募を行う場合は、募集期間を定め、あらかじめ、施設の概要、応募の資格、指定管理者が行う管理の基準や業務の範囲、指定の期間（予定）、選定基準その他の情報を提供する。

　公募の実施は、告示をするとともに、市広報やホームページへの掲載その他適切な方法で告知する。

⑵　非公募の要件

公募によらずに候補者を選定することができる要件は次のとおりとする。

①　施設管理上、緊急に指定管理者を指定しなければ、著しく公益が損なわれる恐れがあると認められる場合

②　専門的かつ高度な技術、ノウハウなどを有する特定の団体を指定することが適切な施設の管理運営に資すると認められる場合

③　地域住民が専ら使用するような地域との結びつきが強い施設で、地域の団体等による管理が効率的であり、かつ住民主体のまちづくりの推進が期待できる場合

④　ＰＦＩ事業においてＰＦＩ事業者を指定管理者に指定する場合

⑤　複合施設等において、隣接施設の管理者等を選定し、一体的に運営することが適切な施設の管理運営に資すると認められる場合

⑥　近い将来、施設の廃止や大規模改修、民営化等が予定され、1年を超える指定期間の設定が困難である場合

⑦　その他公募を行わないことについて合理的な理由があると認められる場合
⑶　選定基準

　各施設に共通する選定基準は、次のとおりとする。

・住民の平等利用が確保されること。

・事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が図られるものであること。

・事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有していること。

　このほか、施設の特性により、個別に必要な選定基準を設けるものとする。
⑷　選定方法

　候補者の選定は、公募であるか非公募であるかを問わず、事業者から提出される事業計画書等に基づき、選定基準等に照らして最も適切な管理を行うことができると認められる者を総合的に判断して選定する。

この場合、あらかじめ一定の基準点（最低点）を設けておき、公募であるか非公募であるかを問わず、当該基準点を満たさないときは、選定しないものとする。

　手続の公平性・透明性を担保するため、選定作業は、委員会において行う。委員会は、市職員のほか、専門的な意見や外部の意見を反映させるため、外部委員（委員の半数以上とする。）を置くものとする。

⑸　選定する際の留意点

選定する際には、下記の点に留意して評価を行うものとする。

・経費の縮減については、新たなアイディアや技術等の導入によるものを評価するものとし、指定管理者のもとで働く労働者（下請けを含む）の賃金の単純な切り下げについては、評価の対象としない。

・公の施設は、あくまでも市の施設であることから、管理運営に当たり、行政との連携が緊密に図られていることを念頭に評価するものとする。

⑹　選定結果

候補者の選定結果は、公募であるか非公募であるかを問わず、選定理由等とあわせて、ホームページで速やかに公表する。

６　指定の期間

　指定の期間については、施設の目的や実情等を総合的に勘案し、３～５年を標準とする。ただし、施設の性格や特別の事情がある場合は、相当期間とすることができる。

７　協定の締結

　⑴　協定事項
　市と指定管理者とが協議で定める事項は、おおむね次のとおりとする。

・委託料の額及び支払方法

・事業報告書の提出期限

・施設内の物品の所有権の帰属

・指定管理者の管理体制

・利用者の安全管理体制

・事故発生に係る関係者の責任と改善策について

（連絡体制、再発防止に関すること、損害賠償に関すること）

・その他必要な事項

　⑵　事業報告書

事業報告書には、おおむね次の事項を記載させることとする。

・管理業務の実施状況

・住民による利用状況（利用者数、使用拒否等の件数・理由等）

・利用料金（使用料）収入の実績、管理に要した経費等の収支の状況

・その他必要な事項

８　事業の評価・検証
　　　施設の所管課長は、施設の適切な管理運営を確保するために、「宮崎市指定管理に係るモニタリング指針」（平成２６年５月２０日伺い定め）に基づき、指定管理者の管理業務を評価・検証する。
９　指定管理者に対する管理監督

　施設の所管課長は、前項の評価・検証等に基づき、必要な指示を行う。

　指定管理者がこの指示に従わないときその他指定管理者による管理の継続が不適当であると認められるときは、指定の取消し、業務の停止命令の措置を検討する。
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